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世界で今、何が起きているのか？

資料1参考資料



変化する社会
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新たな社会
“Society 5.0”

Society 1.0 狩猟

Society 2.0 農耕

Society 3.0 工業Society 4.0 情報

第一次産業革命
18～19世紀初頭

蒸気機関、紡績機な
ど軽工業の機械化

第二次産業革命
19世紀後半

石油、電力、重化学工業

第三次産業革命
20世紀後半

インターネットの出現、
ＩＣＴの急速な普及

第四次産業革命
21世紀

極端な自動化、コネ
クティビティによる

産業革新

（出典）「平成29年版情報通信白書」及び内閣府ＨＰを基に文部科学省作成



人工知能・ビッグデータ
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1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020

エキスパート
システム

オントロジー
非線形SVM

深層学習

辞書・ルールベース
自然言語処理

並列Web検索

指紋・文字認識

ニューラル自然言語処理

☆③-2:意思決定・合意形成支援
☆③-1:データに基づく問題解決

☆③-3:社会におけるAI

☆②-3:インタラクション

☆①-1:機械学習(の新理論)

☆①-2:計算脳科学(の進展)

①理論の革新

②応用の革新

③社会との関係

第三次AIブームからは
この視点が特に重要に

これまでAIブームは
技術がドライブ、
次の技術ブレークスルー
への期待が高まる

第三次AIブームでは
応用が爆発的に拡大し、
応用革新につながる
技術チャレンジが進展

ダートマス会議:AIの概念誕生

Watson:クイズ王に勝利

AlphaGo:プロ棋士に勝利

DeepBlue:チェス王者に勝利

第五世代コンピュータ

情報大航海

Siri:携帯
音声対話

ILSVRC2012:深層学習圧勝

米Big Data R&D Initiative

MapReduce

第一次
AIブーム

第二次
AIブーム

第三次
AIブーム

Google台頭

インターネット
普及拡大

取
り
組
み
の
広
が
り

オズボーン論文:雇用の未来

マルチエージェント
システム

☆②-4:AIソフトウェア工学

研究開発課題

エポック

☆ 今回取り上げる研究領域

☆②-2:自然言語処理(の新展開)

一般物体認識

☆②-1:画像・映像解析(の新展開)
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ロボティクス

Copyright © 2018 CRDS All Rights Reserved.

技術の発展

実社会への実社会への
浸透

人間との共生

1960 1970 1980 1990 2000 2010

二足歩行ロボット
ASIMO

●研究開発課題
◆エポック

犬型ロボット
AIBO

第1回ロボカップ

ロボット掃除機
Roomba

Google自動運転車

BAXTER

災害救助用
SCHAFT

コミュニケーションロボット
人型ロボットNAO、
あざらしロボット「パロ」

感情認識ロボット
PEPPER

世界初の
産業用
ロボット

第2世代
（カメラ・センサー）

第3世代
（学習機能）

DARPA Urban Challenge

DARPA Robotics Challenge

Boston Dynamics
Big dog, Atlas

ドローン

Amazon
Picking Contest

New AIBO

Mars
Pathfinder、Curiosity

Smart 
home

セル生産
ロボット

産業用ロボット

da Vinci

RoboScientist

搬送ロボット
KIVA

Jibo

陸海空無人機

RoboLawWABOT2

群ロボット Kilobot

ネットワークロボット

2020

たまごっち
ポケットピカチュウ

本俯瞰区分では、ロボティクスの研究開発のトレ
ンドを、技術の発展、実社会への浸透、および、
人間との共生という３つの観点で捉える。

【技術の発展】
ロボットは、1962年の産業用ロボットに始まり工
場内の工程の自動化の実現を目指し、画像認識や
学習機能を実装することで定型的な作業を正確に
休まず実施できるレベルになってきた。また人間
や動物の運動能力を模倣するロボットも登場した。

【実社会への浸透】
90年代になると工場で働く産業ロボットだけでな
く、一般社会や家庭で働く知能ロボットの研究開
発が盛んになった。 2000年代に入るとロボットの
適用はさらに広がり、手術支援ロボットやお掃除
ロボットも開発された。

【人間との共生】
2010年台には一段と進歩した人工知能を搭載し
自らの行動を判断、決定し動作する知能ロボッ
トが、家庭用ロボットや人型ロボットとして、
人間と知的なインタラクションが可能なパート
ナーとして存在に期待が高まる。

生物規範型ロボット
• ソフトロボティクス

ロボットと人間
• 生活支援、
福祉ロボット

• 医療ロボット

フィールドロボット

• 空中ロボット
• 海中ロボット
• 宇宙ロボット
• モビリティ

自律ロボット、
認知発達ロボティクス

• 研究開発ロボット
• 業務用ロボット
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ITのスコープ

社会システム科学 社会システムの革新と安定的挙動のための技術

時間

全体最適化

社会維新

☆社会システム
アーキテクチャー

☆社会インフラ
マネジメント

☆サイバーフィジカル
セキュリティ

安定化

IoT/CPS、BD、AIメインフレーム ワーク
ステーション

PC インターネット クラウド

☆サービスサイエンス

システム化・
複雑化

ソフトウェア化・
サービス化

スマート化

ITハードウェアの進歩
（ムーアの法則）

●Fintech

◆E-commerce
（Amazon）(1995)

◆オンラインバンク

●サプライチェーンマネジメント

☆計算社会科学

☆サービスプラットフォーム

☆制度設計

公共哲学

オープンシステム

クローズドシステム

◆CPS(2006)

事業体内の最適化

複数事業体間での最適化

都市での最適化

◆Uber、AirBnB

1960～ 1970～ 1980～ 1990～ 2000～ 2010～ 2020～

Society5.0

☆：今回取り上げる研究開発領域
●：研究開発課題
◆：エポック

◆iモード（1999）

◆Industrial
Internet(2012)

◆WWW（1990）

◆ALL-IP(ATM交換機)(1990年代～）

◆仮想化（HW）（1999）

◆SDN(2011)

◆WebAPI(2000年代初頭)

◆P2P(1999)

◆検索エンジン(Google)(1998）

●APIエコノミー

OTシステム

ネットワークで接続され、
巨大化、複雑化した社会
システムを安定的に運用する

モノやサービス、システムに
ITを取り込み、社会システム
を最適化する

デジタル化、スマート化によ
るゲームチェンジと社会シス
テムの刷新を図る

◆Smart 
City(2007)

●Regtech

• 我が国が目指すSociety5.0は、先端技術を産業や社会生活に
取り入れ、個々のニーズに合わせたサービス提供による社会
課題を解決する取り組み。

• 一方で、既存の社会システムは世の中の動向（人口動態変化、
技術進歩、グローバル化、新興企業の台頭等）に追随できて
いない状況。（例：情報技術が格段に普及してもそれを扱う
社会の仕組は数十年変わらないことや、既存の法制度や慣習
のため新たな技術やサービスの社会適用が阻まれる）

• このような問題を解決し、政治、経済、金融、教育、芸術等
あらゆる分野の社会システムの刷新をするための手法の確立
が必要。

Copyright © 2018 CRDS All Rights Reserved.
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SOAWeb
Service

API 
Economy

UBER

サービス
プラットフォーム

モバイル

森羅万象

SNA
一つの

コンピューター

データセンター
スケール

コンピューティング

インターネット
WWW

TCP/IP

CDN

プロセッサ
アーキテクチャ

IoTアーキテクチャ

Client/
Server

Grid 
Computing

ブロックチェーン

複数の
コンピューター

1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020

ReguTech

ニューラルネットワーク

量子コンピューター

データ処理基盤

Tactile internet

SNSEC

マイクロプロセッサー

HDD

SSD

データセンター

メール

公開鍵暗号

電子署名

P2Pネットワーク

コンピューティングアーキテクチャ
単体のコンピューターからデータセンター、インターネットさらにモバイルネットワークによりその適用領域、連携が拡大している。コンピューティン
グの対象も、数値データから多様なメディアに広がり、ビジネスや社会生活においてコンピューティングはますますその重要性を増している。こ
れらの応用の根幹をなすコンピューティングアーキテクチャ技術を俯瞰する。

＊
＊

＊

＊
＊

＊

＊



台頭するＴＥＣ系ベンチャー企業
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資料：
1992年時点データは、「ファイナンシャル
スター」webサイトを基に文部科学省作成、
2000年時点データは、米倉誠一郎（2017）
「企業の新陳代謝とクレイジー・アントル
プルヌアの輩出、『一橋ビジネスレ
ビュー』2017年春号、 70-71、 東洋経済新
報社、2018年時点データは、平成30年３月
末時点での文部科学省調べ

東証１部の時価総額：約６００兆円
ＧＡＦＡの時価総額：約３００兆円

順位 企業名 時価総額
（億ドル）

1 NTT 713

2 三菱銀行 534

3 日本興業銀行 465

4 住友銀行 455

5 トヨタ自動車 441

6 富士銀行 417

7 第一勧業銀行 417

8 三和銀行 379

9 さくら銀行 318

10 野村証券 234

1992年

日
本

順位 企業名 時価総額
（億ドル）

1 エクソンモービル 759

2 ウォルマート・ストアーズ 736

3 GE 730

4 アルトリア・グループ 693

5 AT&T 680

6 コカ・コーラ 549

7 Ｐ＆Ｇ 364

8 ブリストルマイヤーズスクイブ 350

9 ジョンソン・エンド・ジョンソン 331

10 ペプシコ 329

米
国
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我が国で今、何が起きているのか？



少子高齢化の進行 2040年には３人に１人は６５歳以上に

9（出典）1920年～2010年：「人口推計」（総務省）、2015年～2065年：「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。実績値の1950年～1970年には沖縄県を含まない。
1945年については、1～15歳を年少人口、16～65歳を生産年齢人口、66歳以上を老年人口としている。

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

192019251930193519401945195019551960196519701975198019851990199520002005201020152020202520302035204020452050205520602065

0～14歳（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口） 65歳以上（老年人口）

（千人）

1,194万人
（10.8％）

5,978万人
（53.9％）

3,921万人
（35.3％）

推計値

3,387万人
（26.6）

1,595万人
（12.5％）

7,728万人
（60.8％）

生産年齢人口
が減少



世界でも高齢化は進む

10
（出典）内閣府 高齢社会白書



増加する社会保障費

11
（出典）厚生労働白書



縮小する地方

12
（出典）国土のグランドデザイン2050



停滞するＧＤＰ
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アメリカ
22.7%

日本
6.7%ユーロ

圏
17.1%

他の
OECD
諸国

18.2%

その他
11.7%

中国
17.0%

インド
6.6%

アメリカ
17.8%

日本
4.2%

ユーロ圏
11.7%他の

OECD諸

国
15.3%

その他
12.0%

中国
27.9%

インド
11.1%

2011年

2030年

6,052,672

16,920,328

3,865,759

2,861,660

2,806,903

8,909,722

1,345,946
0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17

(単位：100万ドル, OECD購買力

平価換算(2010年基準))

（年度）

日本 米国

ドイツ フランス

英国 中国

韓国

主要国における実質ＧＤＰの推移

資料：ＯＥＣＤ “Main Science and Technology Indicators”（2017/２）を基に文部科学省作成

ＧＤＰの将来予測
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２０１７年 1人当たりＧＤＰ（USドル）

（資料）ＩＭＦ World Economic Outlook Databasesを基に文部科学省作成

２５位

1990年

アメリカ
30.8%

日本
12.4%

ユーロ圏
32.2%

他のＯＥＣＤ
諸国8.4%

その他
10.4%

中国
5.8%

（資料）1990年：OECD Main Science and Technology Indicators
を基に文部科学省作成。
2011年、2030年：「Looking to 2060：Long-term global growth prospects」
（OECD）



停滞する研究力の地位
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PY（出版年）2004-2006 PY（出版年）2014-2016

出典：文部科学省 科学技術・学術政策研究所（NISTEP） 「科学技術指標2018」(調査資料-274,2018年8月)を基に、文部科学省が加工・作成

Top10%補正論文数

論文数 シェア 順位
米国 228,849 25.7 1
日本 67,696 7.6 2
中国 63,296 7.1 3
ドイツ 53,648 6.0 4
英国 51,976 5.8 5
フランス 38,337 4.3 6
イタリア 31,573 3.5 7
カナダ 29,676 3.3 8
スペイン 23,056 2.6 9
韓国 22,584 2.5 10

全分野
2004 － 2006年 (PY) (平均)

論文数

国・地域名
分数カウント

論文数 シェア 順位
米国 273,858 19.3 1
中国 246,099 17.4 2
ドイツ 65,115 4.6 3
日本 63,330 4.5 4
英国 59,688 4.2 5
インド 52,875 3.7 6
韓国 46,522 3.3 7
フランス 45,337 3.2 8
イタリア 44,450 3.1 9
カナダ 39,674 2.8 10

分数カウント

全分野
2014 － 2016年 (PY) (平均)

論文数

国・地域名

論文数 シェア 順位
米国 34,127 38.4 1
英国 6,503 7.3 2
ドイツ 5,642 6.4 3
日本 4,559 5.1 4
中国 4,453 5.0 5
フランス 3,833 4.3 6
カナダ 3,392 3.8 7
イタリア 2,731 3.1 8
オランダ 2,146 2.4 9
スペイン 2,093 2.4 10

全分野
2004 － 2006年 (PY) (平均)

Top10％補正論文数

国・地域名
分数カウント

論文数 シェア 順位
米国 38,736 27.4 1
中国 24,136 17.0 2
英国 8,613 6.1 3
ドイツ 7,755 5.5 4
イタリア 4,912 3.5 5
フランス 4,862 3.4 6
オーストラリア 4,453 3.1 7
カナダ 4,452 3.1 8
日本 4,081 2.9 9
スペイン 3,609 2.5 10

分数カウント

全分野
2014 － 2016年 (PY) (平均)

Top10％補正論文数

国・地域名

論文数



停滞する論文数 停滞する科学技術予算

15出典： 文部科学省 科学技術・学術政策研究所（NISTEP）調査資料-261「科学技術指標2018」及び
文部科学省 科学技術・学術政策研究所（NISTEP）調査資料-262 「科学研究のベンチマーキング2017」を基に文部科学省作成

○Top10%論文数の伸びと科学技術関係予算の伸び
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） Top10%補正論文数（組織別）

大学等部門 公的機関部門 企業部門 非営利団体部門 それ以外

1983

1996

2000

2001

2005

2006

2010

2011

2015

2016

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000（億円）

科学技術予算（当初予算額）

○Top10%補正論文数の伸びと科学技術予算の伸び

第1期
基本計画

第2期
基本計画

第3期
基本計画

第4期
基本計画

第5期
基本計画

・国立大学法人化
（2004)



停滞する論文数 減少する博士課程入学者
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1,000

2,000
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4,000
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1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015

工学における論文数と
工学分野における博士課程入学者数の推移

論文数 博士課程への入学者数（工学）右軸

（件） （人）

資料:論文数については、科学技術・学術政策研究所「科学研究のベンチマーキング2017」（調査資料-262,2017年8月)
博士課程への入学者数については、文部科学省「学校基本調査」より文部科学省作成
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科学技術政策に何を望むのか？
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